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農業用ため池の管理及び保全に関する法律案の概要

平成31年３月
農林水産省

Ⅰ 趣旨

農業用水の確保を図るとともに、農業用ため池の決壊による水害等の災害から国民
の生命及び財産を保護するため、防災上重要な農業用ため池を指定し、必要な防災工
事の施行を命ずることができることとする等の措置を講ずる。

Ⅱ 法律案の概要

（１）農業用ため池の届出
① 農業用ため池の設置及び廃止について、所有者（既存の農業用ため池について
は、所有者又は管理者）に都道府県知事への届出を義務付ける。

（第４条第１項、第２項、附則第２条）
② 都道府県知事は、農業用ため池に関するデータベースを整備し、公表するもの
とする。 （第４条第３項）

③ 農業用ため池の所有者（管理者を含む。以下「所有者等」という。）は、当該
農業用ため池の機能が十分に発揮されるよう適正な管理に努めなければならない
ものとする。 （第５条）

④ 都道府県知事は、農業用ため池の管理上必要な措置が行われていないときは、
所有者等に対し、必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができる。

（第６条）
⑤ 都道府県知事は、市町村長と協力して、必要な立入調査を行うことができる。

（第18条）

（２）特定農業用ため池の指定
① 都道府県知事は、決壊による水害等の災害により周辺の区域に被害を及ぼすお
それがある農業用ため池を特定農業用ため池として指定することができる。

（第７条）
② 特定農業用ため池の保全に影響を及ぼすおそれのある土地の掘削等の行為につ
いて、都道府県知事の許可制とする。 （第８条）

③ 市町村長は、特定農業用ため池について、災害時の避難に関する印刷物配布等
の措置を講ずるよう努めるものとする。 （第12条）

（３）特定農業用ため池の防災工事の施行
① 特定農業用ため池の防災工事（施設の廃止工事を含む。）について、所有者等
に都道府県知事への工事計画の事前届出を義務付ける。 （第９条）

② 所有者等が必要な工事を実施しない場合や、工事内容が不適切な場合には、都
道府県知事が防災工事の施行に関する命令及び代執行を行うことができる。

（第10条、第11条）

（４）裁定による特定農業用ため池の管理
市町村長は、特定農業用ため池の管理上必要な措置が行われていない場合であっ

て、所有者（共有の場合は持分の過半を有する者）を確知することができないとき
は、都道府県知事の裁定により、施設管理権を取得することができる。

（第13条～第17条）

Ⅲ 施行期日

公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日
（附則第１条）
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背 景

○ 近年、台風等による豪雨や大規模な地震により、農業用ため池が被災するケー
スが多発。

○ 農業用ため池は、江戸時代以前に築造された施設が多く、
・権利者の世代交代が進み、権利関係が不明確かつ複雑

・離農や高齢化により利用者を主体とする管理組織が弱体化し、
日常の維持管理が適正に行われないおそれ

⇒ 施設の所有者、管理者や行政機関の役割分担を明らかにし、農業用ため池の
適正な管理及び保全が行われる体制を早急に整備する必要がある。

法律案の概要

農業用ため池の管理及び保全に関する法律案の概要

公布日から起算して３月以内で政令で定める日

施行期日

○ 所有者等による都道府県への届出を義務付け（第４条第１項、第２項、附則第２条）

○ 都道府県によるデータベースの整備、公表（第４条第３項）

○ 所有者等による適正管理の努力義務（第５条）

○ 適正な管理が行われていない場合の都道府県の勧告（第６条）

○ 都道府県等による立入調査（第18条）

（１）特定農業用ため池の指定
○ 都道府県は、決壊した場合に周辺地域に被害を及ぼすおそれがある

農業用ため池を「特定農業用ため池」として指定 （第７条）

○ 形状変更行為の制限（許可制） （第８条）

○ 市町村によるハザードマップ等の作成 （第12条）

（２）防災工事 （第９条～第11条）

○ 所有者等による防災工事（改良・廃止）の計画届出

○ 都道府県による防災工事の施行命令、代執行

（３）保全管理体制 （第13条～第17条）

○ 所有者不明で、適正な管理が困難な特定農業用ため池
について、市町村が管理権を取得できる制度を創設

特定農業用ため池

【防災工事（堤体の補強）】

【保全管理】

（附則第１条）
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農
業
用
た
め
池
の
管
理
及
び
保
全
に
関
す
る
法
律
案
要
綱

第
一

目
的

こ
の
法
律
は
、
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
そ
の
適
正
な
管
理
及
び
保
全
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
農

業
用
水
の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災
害
か
ら
国
民
の
生
命
及
び
財
産
を

保
護
し
、
も
っ
て
農
業
の
持
続
的
な
発
展
と
国
土
の
保
全
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
こ
と
。

（
第
一
条
関
係
）

第
二

定
義

一

「
農
業
用
た
め
池
」
と
は
、
農
業
用
水
の
供
給
の
用
に
供
さ
れ
る
貯
水
施
設
（
河
川
法
に
規
定
す
る
河
川
管
理
施
設
で

あ
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
っ
て
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
要
件
に
適
合
す
る
も
の
を
い
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

二

「
管
理
者
」
と
は
、
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
所
有
権
以
外
の
権
原
に
基
づ
き
操
作
、
維
持
、
修
繕
そ
の
他
の
管
理
を

行
う
者
（
法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
含
む
。
）
を
い
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

三

「
防
災
工
事
」
と
は
、
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
を
防
止
す
る
た
め
に
施
行
す
る
工
事
（
農
業
用
た
め
池
を
廃
止
す
る
た

め
に
施
行
す
る
工
事
を
含
む
。
）
を
い
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
二
条
関
係
）

第
三

国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務
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一

都
道
府
県
及
び
市
町
村
は
、
農
業
用
水
の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災

害
を
防
止
す
る
た
め
、
相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
こ
の
法
律
に
基
づ
く
措
置
そ
の
他
農
業
用
た
め
池
の
適
正
な
管
理

及
び
保
全
に
関
す
る
施
策
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

二

国
は
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
対
し
、
一
の
責
務
が
十
分
に
果
た
さ
れ
る
よ
う
広
域
的
な
見
地
か
ら
の
調
整
を
行
う

と
と
も
に
、
農
業
用
た
め
池
の
適
正
な
管
理
及
び
保
全
に
関
す
る
施
策
を
推
進
す
る
た
め
必
要
な
調
査
研
究
、
情
報
の
提

供
そ
の
他
の
必
要
な
支
援
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
三
条
関
係
）

第
四

農
業
用
た
め
池
の
管
理

一

農
業
用
た
め
池
（
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
す
る
も
の
を
除
く
。
三
を
除
き
、
以
下
同
じ
。
）
の
所
有
者
は
、
当

該
農
業
用
た
め
池
を
設
置
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
農
業
用
た
め
池
の
名
称
及
び
所
在
地
等
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け

出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
四
条
第
一
項
関
係
）

二

農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
は
、
一
に
よ
り
届
け
出
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
、
又
は
当
該
農
業
用
た
め
池
を
廃
止

し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
四
条
第
二
項
関
係
）
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三

都
道
府
県
知
事
は
、
農
業
用
た
め
池
に
関
す
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
当
該
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
記
録

さ
れ
た
事
項
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
公
表
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。（

第
四
条
第
三
項
関
係
）

四

農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
（
管
理
者
を
含
む
。
以
下
「
所
有
者
等
」
と
い
う
。
）
は
、
当
該
農
業
用
た
め
池
の
機
能
が

十
分
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
、
当
該
農
業
用
た
め
池
の
適
正
な
管
理
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
五
条
関
係
）

五

都
道
府
県
知
事
は
、
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
が
当
該
農
業
用
た
め
池
の
管
理
上
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
な
い
と

認
め
る
と
き
は
、
当
該
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
に
対
し
、
防
災
工
事
の
施
行
、
管
理
者
の
選
任
そ
の
他
の
必
要
な
措

置
を
講
ず
べ
き
旨
の
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
六
条
関
係
）

第
五

特
定
農
業
用
た
め
池
の
指
定
等

一

都
道
府
県
知
事
は
、
農
業
用
た
め
池
で
あ
っ
て
そ
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災
害
に
よ
り
そ
の
周
辺
の
区
域
に
被

害
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
を
、
関
係
市
町
村
長
の
意
見
を
聴
い
て

、
特
定
農
業
用
た
め
池
と
し
て
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
七
条
関
係
）
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二

特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
土
地
の
掘
削
、
盛
土
又
は
切
土
、
竹
木
の
植
栽
そ
の
他
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の

保
全
に
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
都
道
府
県
知
事
の
許
可
を
受
け
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
八
条
関
係
）

三

市
町
村
長
は
、
特
定
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
に
関
す
る
情
報
の
伝
達
方
法
等
、
水
害
そ
の
他
の
災
害
時
に
お
け
る
円
滑

な
避
難
を
確
保
す
る
上
で
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
、
印
刷
物
の
配
布
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
住

民
に
周
知
さ
せ
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
十
二
条
関
係
）

第
六

特
定
農
業
用
た
め
池
に
係
る
防
災
工
事
の
施
行

一

特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
は
、
防
災
工
事
を
施
行
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
防
災
工
事
に
関
す
る
計
画
に

つ
い
て
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
し
、
都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
計
画
が
当
該
特
定
農
業
用

た
め
池
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災
害
を
防
止
す
る
上
で
十
分
で
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
計
画
の
変
更
を
命

ず
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
九
条
関
係
）

二

都
道
府
県
知
事
は
、
第
四
の
五
の
勧
告
を
受
け
た
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
が
正
当
な
理
由
が
な
く
て
当
該
勧

告
に
係
る
防
災
工
事
の
施
行
を
し
な
い
と
き
、
又
は
一
に
よ
る
届
出
の
あ
っ
た
計
画
に
従
っ
て
防
災
工
事
を
施
行
し
て
い
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な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
相
当
の
期
限
を
定
め
て
、
当
該
防
災
工
事
に
つ
い
て
必
要
な
命
令
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の

と
す
る
こ
と
。

（
第
十
条
関
係
）

三

都
道
府
県
知
事
は
、
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
が
二
に
よ
る
命
令
に
係
る
防
災
工
事
を
施
行
し
な
い
と
き
、
特

定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
を
確
知
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
第
四
の
五
の
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
等

に
該
当
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
自
ら
そ
の
防
災
工
事
の
全
部
又
は
一
部
を
施
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
十
一
条
関
係
）

第
七

裁
定
に
よ
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
管
理

一

市
町
村
長
は
、
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
現
に
管
理
上
必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
引
き
続

き
管
理
上
必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
な
い
こ
と
が
確
実
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め

池
の
所
有
者
（
数
人
の
共
有
に
属
す
る
特
定
農
業
用
た
め
池
に
あ
っ
て
は
、
二
分
の
一
を
超
え
る
持
分
を
有
す
る
者
）
を

確
知
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
施
設
管
理
権
（
当
該
特
定

農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
の
た
め
に
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
操
作
、
維
持
、
修
繕
そ
の
他
の
管
理
を
行
う
権
利
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
の
設
定
に
関
し
裁
定
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
十
三
条
関
係
）
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二

都
道
府
県
知
事
は
、
一
に
よ
る
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
名
称
及
び
所
在
地
、
公
告
の
日

か
ら
起
算
し
て
六
月
以
内
に
当
該
申
請
に
つ
い
て
異
議
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
旨
等
を
公
告
す
る
と
と
も
に
、
数
人
の

共
有
に
属
す
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
の
一
部
が
確
知
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
確
知
さ
れ
て
い
る
所
有
者
に

こ
れ
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
十
四
条
関
係
）

三

都
道
府
県
知
事
は
、
一
に
よ
る
申
請
に
係
る
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
管
理
上
必
要
な
措
置
が
講
じ

ら
れ
な
い
こ
と
に
よ
り
そ
の
保
全
上
著
し
い
支
障
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
か
つ
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
施
設

管
理
権
を
当
該
申
請
を
し
た
市
町
村
長
に
設
定
す
る
こ
と
が
必
要
か
つ
適
当
と
認
め
る
と
き
は
、
施
設
管
理
権
を
設
定
す

べ
き
旨
の
裁
定
を
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
十
五
条
関
係
）

四

三
の
裁
定
に
つ
い
て
公
告
が
あ
っ
た
と
き
は
、
市
町
村
長
は
、
当
該
裁
定
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
特
定
農
業
用

た
め
池
に
つ
い
て
の
施
設
管
理
権
を
取
得
し
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
に
関
す
る
そ
の
他
の
権
利
は
、
当
該
施
設
管
理

権
に
基
づ
く
措
置
の
た
め
必
要
な
限
度
に
お
い
て
そ
の
行
使
を
制
限
さ
れ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
十
六
条
関
係
）

五

施
設
管
理
権
の
設
定
を
受
け
た
市
町
村
長
は
、
当
該
施
設
管
理
権
の
存
続
期
間
の
延
長
に
つ
い
て
の
裁
定
を
都
道
府
県

知
事
に
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
十
七
条
関
係
）

9
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第
八

雑
則

一

都
道
府
県
知
事
は
、
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
に
対
し
そ
の
管
理
の
状
況
に
関
す
る
報
告
を
求
め
る
と
と
も
に
、
市

町
村
長
と
協
力
し
て
、
当
該
職
員
等
に
当
該
農
業
用
た
め
池
又
は
他
人
の
土
地
に
立
ち
入
ら
せ
、
調
査
等
を
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
十
八
条
関
係
）

二

農
林
水
産
大
臣
は
、
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災
害
を
防
止
す
る
た
め
緊
急
の
必
要
が
あ
る
と
認

め
る
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
必
要
な
指
示
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
十
九
条
関
係
）

三

国
は
、
都
道
府
県
に
対
し
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
市
町
村
等
の
施
行
す
る
防
災
工
事
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補

助
す
る
費
用
の
一
部
又
は
都
道
府
県
が
自
ら
施
行
す
る
防
災
工
事
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
が
で
き
る
も

の
と
す
る
こ
と
。

（
第
二
十
条
関
係
）

四

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
が
行
う
農
業
用
た
め
池
の
適
正
な
管
理
に
必
要
な
資
金
の
確

保
、
技
術
的
な
指
導
そ
の
他
の
援
助
に
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
二
十
一
条
関
係
）

第
九

罰
則

罰
則
に
つ
い
て
所
要
の
規
定
を
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
二
十
三
条
か
ら
第
二
十
五
条
ま
で
関
係
）

10
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第
十

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
も
の

と
す
る
こ
と
。

（
附
則
第
一
条
関
係
）

第
十
一

経
過
措
置
等

一

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
農
業
用
た
め
池
（
以
下
「
既
存
農
業
用
た
め
池
」
と
い
う
。
）
の
所
有
者
等
は
、

こ
の
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
に
、
第
四
の
一
の
事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
附
則
第
二
条
第
一
項
関
係
）

二

一
に
よ
り
届
け
出
た
事
項
の
変
更
の
届
出
、
一
に
よ
る
届
出
が
さ
れ
な
い
と
き
の
都
道
府
県
知
事
に
よ
る
催
告
、
市
町

村
長
に
よ
る
通
知
及
び
罰
則
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
附
則
第
二
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
及
び
第
三
条
関
係
）

三

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況
を
勘
案
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
こ
の
法
律
の
規
定
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
附
則
第
五
条
関
係
）

11
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農
業
用
た
め
池
の
管
理
及
び
保
全
に
関
す
る
法
律

目
次第

一
章

総
則
（
第
一
条
―
第
三
条
）

第
二
章

農
業
用
た
め
池
の
管
理
（
第
四
条
―
第
六
条
）

第
三
章

特
定
農
業
用
た
め
池
の
指
定
等
（
第
七
条
―
第
十
二
条
）

第
四
章

裁
定
に
よ
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
管
理
（
第
十
三
条
―
第
十
七
条
）

第
五
章

雑
則
（
第
十
八
条
―
第
二
十
二
条
）

第
六
章

罰
則
（
第
二
十
三
条
―
第
二
十
五
条
）

附
則

第
一
章

総
則

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
そ
の
適
正
な
管
理
及
び
保
全
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、

農
業
用
水
の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災
害
か
ら
国
民
の
生
命
及
び
財
産
を

12
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保
護
し
、
も
っ
て
農
業
の
持
続
的
な
発
展
と
国
土
の
保
全
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
定
義
）

第
二
条

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
農
業
用
た
め
池
」
と
は
、
農
業
用
水
の
供
給
の
用
に
供
さ
れ
る
貯
水
施
設
（
河
川
法
（
昭
和

三
十
九
年
法
律
第
百
六
十
七
号
）
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
河
川
管
理
施
設
で
あ
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
っ
て
、
農
林

水
産
省
令
で
定
め
る
要
件
に
適
合
す
る
も
の
を
い
う
。

２

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
管
理
者
」
と
は
、
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
所
有
権
以
外
の
権
原
に
基
づ
き
操
作
、
維
持
、
修
繕

そ
の
他
の
管
理
を
行
う
者
（
法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
含
む
。
）
を
い
う
。

３

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
防
災
工
事
」
と
は
、
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
を
防
止
す
る
た
め
に
施
行
す
る
工
事
（
農
業
用
た
め

池
を
廃
止
す
る
た
め
に
施
行
す
る
工
事
を
含
む
。
）
を
い
う
。

（
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務
）

第
三
条

都
道
府
県
及
び
市
町
村
は
、
農
業
用
水
の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の

災
害
を
防
止
す
る
た
め
、
相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
こ
の
法
律
に
基
づ
く
措
置
そ
の
他
農
業
用
た
め
池
の
適
正
な
管
理

及
び
保
全
に
関
す
る
施
策
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

13
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２

国
は
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
対
し
、
前
項
の
責
務
が
十
分
に
果
た
さ
れ
る
よ
う
広
域
的
な
見
地
か
ら
の
調
整
を
行
う

と
と
も
に
、
農
業
用
た
め
池
の
適
正
な
管
理
及
び
保
全
に
関
す
る
施
策
を
推
進
す
る
た
め
必
要
な
調
査
研
究
、
情
報
の
提
供

そ
の
他
の
必
要
な
支
援
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

第
二
章

農
業
用
た
め
池
の
管
理

（
農
業
用
た
め
池
の
届
出
）

第
四
条

農
業
用
た
め
池
（
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
す
る
も
の
を
除
く
。
第
三
項
及
び
第
四
項
を
除
き
、
以
下
同
じ
。

）
の
所
有
者
は
、
当
該
農
業
用
た
め
池
を
設
置
し
た
と
き
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
遅
滞
な
く
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

農
業
用
た
め
池
の
名
称
及
び
所
在
地

二

農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

三

農
業
用
た
め
池
に
管
理
者
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
管
理
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、

そ
の
代
表
者
（
法
人
で
な
い
団
体
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
）
の
氏
名

四

そ
の
他
農
業
用
た
め
池
の
管
理
に
関
し
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項

14
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２

農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
当
該
農
業
用
た
め
池
を
廃
止

し
た
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

３

都
道
府
県
知
事
は
、
農
業
用
た
め
池
に
関
す
る
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
記
録
さ
れ
た
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
整
備
す
る

と
と
も
に
、
当
該
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
記
録
さ
れ
た
事
項
（
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
そ
の
他
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
も

の
に
限
る
。
）
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

４

都
道
府
県
知
事
は
、
そ
の
区
域
内
に
存
す
る
農
業
用
た
め
池
を
所
有
す
る
国
の
行
政
機
関
の
長
又
は
市
町
村
長
に
対
し
、

当
該
農
業
用
た
め
池
に
関
す
る
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
そ
の
他
必
要
な
情
報
の
提
供
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
農
業
用
た
め
池
の
管
理
）

第
五
条

農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
（
管
理
者
を
含
む
。
以
下
「
所
有
者
等
」
と
い
う
。
）
は
、
当
該
農
業
用
た
め
池
の
機
能

が
十
分
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
、
当
該
農
業
用
た
め
池
の
適
正
な
管
理
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
勧
告
）

第
六
条

都
道
府
県
知
事
は
、
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
が
当
該
農
業
用
た
め
池
の
管
理
上
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
な
い
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と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
に
対
し
、
防
災
工
事
の
施
行
、
管
理
者
の
選
任
そ
の
他
の
必
要
な
措

置
を
講
ず
べ
き
旨
の
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
三
章

特
定
農
業
用
た
め
池
の
指
定
等

（
特
定
農
業
用
た
め
池
の
指
定
等
）

第
七
条

都
道
府
県
知
事
は
、
農
業
用
た
め
池
で
あ
っ
て
そ
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災
害
に
よ
り
そ
の
周
辺
の
区
域
に

被
害
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
を
、
特
定
農
業
用
た
め
池
と
し
て
指
定

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
関
係
市
町
村
長
の
意
見
を
聴

く
も
の
と
す
る
。

３

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
公
示
す
る
も
の
と
す
る
。

４

農
業
用
た
め
池
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
市
町
村
長
又
は
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
、
農
業
用
た
め
池
か
ら
農
業
用
水
の

供
給
を
受
け
る
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
は
、
当
該
農
業
用
た
め
池
が
第
一
項
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
し
、
同
項
の
規
定

に
よ
る
指
定
を
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
料
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
を
都
道
府
県
知
事
に
申
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
。

16
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５

第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
解
除
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
行
為
の
制
限
）

第
八
条

特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
土
地
の
掘
削
、
盛
土
又
は
切
土
、
竹
木
の
植
栽
そ
の
他
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池

の
保
全
に
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
で
政
令
で
定
め
る
も
の
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
都
道
府
県

知
事
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
土
地
改
良
事
業
（
次
条
第
一
項
に

お
い
て
単
に
「
土
地
改
良
事
業
」
と
い
う
。
）
の
施
行
と
し
て
行
う
場
合

二

次
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
又
は
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
係
る
防
災
工
事
の
施

行
と
し
て
行
う
場
合

三

非
常
災
害
の
た
め
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
行
う
場
合

四

当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
保
全
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
少
な
い
行
為
と
し
て
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
も
の
を

行
う
場
合

２

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
許
可
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
申
請
に
係
る
行
為
が
当
該
特
定
農
業
用
た
め

17
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池
の
保
全
上
支
障
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
同
項
の
許
可
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

３

国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
第
一
項
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
行
為
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、

都
道
府
県
知
事
に
協
議
す
る
こ
と
を
も
っ
て
足
り
る
。

４

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
際
現
に
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
第
一
項
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

行
為
を
し
て
い
る
者
は
、
当
該
行
為
に
つ
い
て
同
項
の
許
可
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
。

（
防
災
工
事
の
施
行
）

第
九
条

特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
は
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
防
災
工
事
（
土
地
改
良
事
業
の
施
行
と

し
て
行
う
も
の
そ
の
他
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。
第
三
項
及
び
次
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
施
行
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
防
災
工
事
に
着
手
す
る
日
の
三
十
日
前
ま
で
に
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

当
該
防
災
工
事
に
関
す
る
計
画
に
つ
い
て
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
届
出
に
係
る
計
画
が
当
該
特
定
農
業
用

た
め
池
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災
害
を
防
止
す
る
上
で
十
分
で
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
届
出
を
受
理
し
た
日

か
ら
三
十
日
以
内
に
限
り
、
当
該
届
出
を
行
っ
た
者
に
対
し
、
当
該
計
画
の
変
更
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

18
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３

第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
際
現
に
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
防
災
工
事
を
施
行
し
て
い
る
当
該
特
定
農

業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
は
、
当
該
指
定
の
あ
っ
た
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

当
該
防
災
工
事
に
関
す
る
計
画
に
つ
い
て
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
防
災
工
事
の
施
行
に
関
す
る
命
令
）

第
十
条

都
道
府
県
知
事
は
、
第
六
条
の
勧
告
を
受
け
た
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
が
正
当
な
理
由
が
な
く
て
当
該
勧

告
に
係
る
防
災
工
事
の
施
行
を
し
な
い
と
き
は
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
に
対
し
、
相
当
の
期
限
を
定
め
て

、
当
該
防
災
工
事
の
施
行
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

都
道
府
県
知
事
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
あ
っ
た
計
画
に
従
っ
て
防
災
工
事
を
施
行
し
て
い
な
い
と
認
め

る
と
き
は
、
当
該
届
出
を
行
っ
た
者
に
対
し
、
相
当
の
期
限
を
定
め
て
、
当
該
計
画
に
従
っ
て
防
災
工
事
を
施
行
す
べ
き
こ

と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
代
執
行
）

第
十
一
条

都
道
府
県
知
事
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
自
ら
そ
の
防
災
工
事
の
全
部
又
は

一
部
を
施
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
二
号
に
該
当
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
相
当
の
期
限
を
定
め

19
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て
、
当
該
防
災
工
事
を
施
行
す
べ
き
旨
及
び
そ
の
期
限
ま
で
に
当
該
防
災
工
事
を
施
行
し
な
い
と
き
は
、
自
ら
当
該
防
災
工

事
を
施
行
し
、
当
該
防
災
工
事
の
施
行
に
要
し
た
費
用
を
徴
収
す
る
こ
と
が
あ
る
旨
を
、
あ
ら
か
じ
め
、
公
告
す
る
も
の
と

す
る
。

一

前
条
の
規
定
に
よ
り
防
災
工
事
を
施
行
す
べ
き
こ
と
を
命
ぜ
ら
れ
た
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
が
、
当
該
命
令

に
係
る
期
限
ま
で
に
当
該
命
令
に
係
る
防
災
工
事
を
施
行
し
な
い
と
き
、
施
行
し
て
も
十
分
で
な
い
と
き
、
又
は
施
行
す

る
見
込
み
が
な
い
と
き
。

二

相
当
な
努
力
が
払
わ
れ
た
と
認
め
ら
れ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
探
索
を
行
っ
て
も
な
お
特
定
農
業

用
た
め
池
の
所
有
者
等
を
確
知
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
第
六
条
の
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

三

緊
急
に
防
災
工
事
を
施
行
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
第
六
条
の
勧
告
又
は
前
条
の
規
定
に
よ
る
命
令
を
す
る

い
と
ま
が
な
い
と
き
。

２

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
防
災
工
事
の
全
部
又
は
一
部
を
施
行
し
た
と
き
は
、
当
該
防
災
工
事
の
施
行
に

要
し
た
費
用
に
つ
い
て
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
か
ら
徴
収
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

20
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３

前
項
の
規
定
に
よ
る
費
用
の
徴
収
に
つ
い
て
は
、
行
政
代
執
行
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
四
十
三
号
）
第
五
条
及
び
第

六
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
住
民
に
対
す
る
周
知
の
た
め
の
措
置
）

第
十
二
条

市
町
村
長
は
、
そ
の
区
域
内
に
存
す
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
に
関
す
る
情
報
の
伝
達
方
法
、
避
難
施
設
そ

の
他
の
避
難
場
所
及
び
避
難
路
そ
の
他
の
避
難
経
路
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
水
害
そ
の
他
の
災
害
時
に
お
け
る
円
滑
な
避
難

を
確
保
す
る
上
で
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
を
記
載
し
た
印
刷
物
の
配
布
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に

よ
り
、
住
民
に
周
知
さ
せ
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

第
四
章

裁
定
に
よ
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
管
理

（
裁
定
の
申
請
）

第
十
三
条

市
町
村
長
は
、
そ
の
区
域
内
に
存
す
る
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
現
に
管
理
上
必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ

て
お
ら
ず
、
か
つ
、
引
き
続
き
管
理
上
必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
な
い
こ
と
が
確
実
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
場
合
で
あ
っ
て

、
相
当
な
努
力
が
払
わ
れ
た
と
認
め
ら
れ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
探
索
を
行
っ
て
も
な
お
当
該
特
定
農

業
用
た
め
池
の
所
有
者
（
数
人
の
共
有
に
属
す
る
特
定
農
業
用
た
め
池
に
あ
っ
て
は
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て

21
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二
分
の
一
を
超
え
る
持
分
を
有
す
る
者
。
次
条
第
一
項
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
確
知
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は

、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
施
設
管
理
権
（
当
該

特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
の
た
め
に
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
操
作
、
維
持
、
修
繕
そ
の
他
の
管
理
を
行
う
権
利
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
設
定
に
関
し
裁
定
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
、
特
定
農
業
用
た
め
池
か
ら
農
業
用
水
の
供
給
を
受
け
る
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
は
、

当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
す
べ
き
旨
を
そ
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
市
町
村
長
に
申

し
出
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
公
告
等
）

第
十
四
条

都
道
府
県
知
事
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
公
告
す
る
と
と
も
に
、
当
該
申
請
に
係
る
特
定
農
業
用
た
め
池
が
数
人
の
共
有
に
属
す
る
場
合

で
あ
っ
て
、
そ
の
所
有
者
の
一
部
が
確
知
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
確
知
さ
れ
て
い
る
所
有
者
に
こ
れ
を
通
知
す
る
も
の

と
す
る
。

一

当
該
申
請
が
あ
っ
た
旨

22
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二

当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
名
称
及
び
所
在
地

三

当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
所
有
者
を
確
知
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
旨

四

当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
は
、
公
告
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
以
内
に
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
そ
の
権
原
を
証
す
る
書
面
を
添
え
て
、
都
道
府
県
知
事
に
申
し
出
て
、
当
該
申
請
に
つ
い
て
異
議
を
述
べ
る
こ

と
が
で
き
る
旨

五

そ
の
他
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項

２

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
第
四
号
に
規
定
す
る
期
間
を
経
過
し
た
後
で
な
け
れ
ば
、
裁
定
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
裁
定
）

第
十
五
条

都
道
府
県
知
事
は
、
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係
る
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
、
前
条
第
一

項
第
四
号
の
規
定
に
よ
る
申
出
の
内
容
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
自
然
的
社
会
的
諸
条
件
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て

、
引
き
続
き
管
理
上
必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
な
い
こ
と
に
よ
り
そ
の
保
全
上
著
し
い
支
障
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
か

つ
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
施
設
管
理
権
を
当
該
申
請
を
し
た
市
町
村
長
に
設
定
す
る
こ
と
が
必
要
か
つ
適
当
と
認
め

る
と
き
は
、
施
設
管
理
権
を
設
定
す
べ
き
旨
の
裁
定
を
す
る
も
の
と
す
る
。
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２

前
項
の
裁
定
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

特
定
農
業
用
た
め
池
の
名
称
及
び
所
在
地

二

市
町
村
長
が
設
定
を
受
け
る
施
設
管
理
権
の
始
期

三

市
町
村
長
が
設
定
を
受
け
る
施
設
管
理
権
の
存
続
期
間

四

市
町
村
長
が
設
定
を
受
け
る
施
設
管
理
権
に
基
づ
い
て
行
う
措
置
の
内
容

五

そ
の
他
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項

３

第
一
項
の
裁
定
は
、
前
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
申
請
の
範
囲
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、

同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
存
続
期
間
に
つ
い
て
は
二
十
年
を
限
度
と
し
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
裁
定
の
効
果
等
）

第
十
六
条

都
道
府
県
知
事
は
、
前
条
第
一
項
の
裁
定
を
し
た
と
き
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
遅
滞
な

く
、
そ
の
旨
を
当
該
裁
定
の
申
請
を
し
た
市
町
村
長
に
通
知
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を
公
告
す
る
も
の
と
す
る
。
当
該
裁
定

に
つ
い
て
の
審
査
請
求
に
対
す
る
裁
決
に
よ
っ
て
当
該
裁
定
の
内
容
が
変
更
さ
れ
た
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

２

前
条
第
一
項
の
裁
定
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
裁
定
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市
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町
村
長
は
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
に
つ
い
て
の
施
設
管
理
権
を
取
得
し
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
に
関
す
る
そ
の
他

の
権
利
は
、
市
町
村
長
に
よ
る
当
該
施
設
管
理
権
に
基
づ
く
措
置
の
た
め
必
要
な
限
度
に
お
い
て
そ
の
行
使
を
制
限
さ
れ
る
。

３

市
町
村
長
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
前
条
第
一
項
の
裁
定
に
係
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
管
理
に

要
す
る
費
用
を
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
か
ら
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

市
町
村
長
は
、
前
条
第
一
項
の
裁
定
に
係
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
管
理
に
関
し
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
施
設
管
理
権
に
基
づ
く
措
置
の
一
部
を
土
地
改
良
区
そ
の
他
の
者
に
行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
施
設
管
理
権
の
存
続
期
間
の
延
長
）

第
十
七
条

前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
施
設
管
理
権
の
設
定
を
受
け
た
市
町
村
長
は
、
第
十
五
条
第
一
項
の
裁
定
に
お
い
て

定
め
ら
れ
た
施
設
管
理
権
の
存
続
期
間
を
延
長
し
て
当
該
裁
定
に
係
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
管
理
を
行
お
う
と
す
る
と
き

は
、
当
該
存
続
期
間
の
満
了
の
日
の
九
月
前
か
ら
六
月
前
ま
で
の
間
に
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め

池
の
施
設
管
理
権
の
存
続
期
間
の
延
長
に
つ
い
て
の
裁
定
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

第
十
三
条
第
二
項
及
び
第
十
四
条
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

同
条
第
一
項
第
四
号
中
「
六
月
」
と
あ
る
の
は
、
「
三
月
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
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３

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
た
市
町
村
長
の
有
す
る
特
定
農
業
用
た
め
池
の
施
設
管
理
権
の
存

続
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
が
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
管
理
の
た
め
必
要
か
つ
適
当
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
必

要
の
限
度
に
お
い
て
、
当
該
特
定
農
業
用
た
め
池
の
施
設
管
理
権
の
存
続
期
間
の
延
長
に
つ
い
て
の
裁
定
を
す
る
も
の
と
す

る
。

４

第
十
五
条
第
二
項
及
び
第
三
項
並
び
に
前
条
の
規
定
は
、
前
項
の
裁
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第

十
五
条
第
二
項
中
「
次
に
掲
げ
る
事
項
」
と
あ
る
の
は
「
次
に
掲
げ
る
事
項
（
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
」
と
、

同
項
第
三
号
中
「
存
続
期
間
」
と
あ
る
の
は
「
存
続
期
間
を
延
長
す
る
期
間
及
び
当
該
延
長
後
の
存
続
期
間
」
と
、
同
条
第

三
項
中
「
前
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
前
項
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
四
号
」
と
、
「
存
続
期
間
」
と

あ
る
の
は
「
存
続
期
間
を
延
長
す
る
期
間
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
五
章

雑
則

（
報
告
徴
収
及
び
立
入
調
査
）

第
十
八
条

都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
必
要
の
限
度
に
お
い
て
、

農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
に
対
し
そ
の
管
理
の
状
況
に
関
す
る
報
告
を
求
め
、
又
は
当
該
職
員
若
し
く
は
そ
の
委
任
し
た
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者
に
当
該
農
業
用
た
め
池
に
立
ち
入
ら
せ
、
測
量
若
し
く
は
調
査
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
そ
の
他
の
処
分
を
す
る
た
め
他

人
の
占
有
す
る
土
地
に
立
ち
入
っ
て
測
量
又
は
調
査
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
必
要
の
限
度
に
お
い
て
、
他
人
の

占
有
す
る
土
地
に
、
当
該
職
員
又
は
そ
の
委
任
し
た
者
に
立
ち
入
ら
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

前
項
の
規
定
に
よ
り
他
人
の
占
有
す
る
土
地
に
立
ち
入
ろ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
土
地
の
占
有
者
に
そ
の

旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
あ
ら
か
じ
め
通
知
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

４

第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
立
ち
入
ろ
う
と
す
る
者
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
者
に
こ
れ

を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

土
地
の
占
有
者
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
限
り
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
り
を
拒
み
、
又
は
妨
げ
て
は
な
ら
な
い
。

６

第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。

７

都
道
府
県
は
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
り
に
よ
っ
て
損
失
を
受
け
た
者
に
対
し
、
通
常
生
ず
べ
き
損
失
を
補
償
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

８

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
り
に
つ
い
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
市
町
村
長
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に
対
し
、
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
農
林
水
産
大
臣
の
指
示
）

第
十
九
条

農
林
水
産
大
臣
は
、
農
業
用
た
め
池
の
決
壊
に
よ
る
水
害
そ
の
他
の
災
害
を
防
止
す
る
た
め
緊
急
の
必
要
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
第
六
条
、
第
七
条
第
一
項
、
第
八
条
第
一
項
、
第
九
条
第
二
項
、
第
十
条
、

第
十
一
条
第
一
項
並
び
に
前
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
事
務
に
関
し
必
要
な
指
示
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
補
助
）

第
二
十
条

都
道
府
県
は
、
市
町
村
又
は
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
に
対
し
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
そ
の
施
行
す
る

防
災
工
事
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

国
は
、
都
道
府
県
に
対
し
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
都
道
府
県
が
前
項
の
規
定
に
よ
り
補
助
す
る
費
用
の
一
部
又
は

都
道
府
県
が
自
ら
施
行
す
る
防
災
工
事
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
援
助
）

第
二
十
一
条

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
が
行
う
農
業
用
た
め
池
の
適
正
な
管
理
に
必
要
な
資

金
の
確
保
、
技
術
的
な
指
導
そ
の
他
の
援
助
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。
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２

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
前
項
の
援
助
に
関
し
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
土
地
改
良
区
、
土
地
改
良
区
連
合
又

は
土
地
改
良
事
業
団
体
連
合
会
に
対
し
、
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
農
林
水
産
省
令
へ
の
委
任
）

第
二
十
二
条

こ
の
法
律
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
実
施
の
た
め
の
手
続
そ
の
他
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要

な
事
項
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
。

第
六
章

罰
則

第
二
十
三
条

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

一

第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
同
項
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
行
為
を
し
た
者

二

第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
届
出
を
し
な
い
で
、
又
は
虚
偽
の
届
出
を
し
て
、
防
災
工
事
を
施
行
し
た
者

三

第
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
違
反
し
て
、
防
災
工
事
を
施
行
し
た
者

四

第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
届
出
を
し
た
者

五

第
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
違
反
し
た
者

六

第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
報
告
を
し
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
測
量
若
し
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く
は
調
査
を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
た
者

七

第
十
八
条
第
五
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
土
地
の
立
入
り
を
拒
み
、
又
は
妨
げ
た
者

第
二
十
四
条

法
人
（
法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ

。
）
の
代
表
者
若
し
く
は
管
理
人
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の

業
務
に
関
し
て
、
前
条
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
同
条
の
刑
を

科
す
る
。

２

法
人
で
な
い
団
体
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴
訟
行
為
に
つ

き
法
人
で
な
い
団
体
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事
訴
訟
に
関
す
る
法
律
の
規
定
を

準
用
す
る
。

第
二
十
五
条

第
四
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
届
出
を
し
た
者
は
、
十
万
円
以

下
の
過
料
に
処
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）
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第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

た
だ
し
、
附
則
第
四
条
の
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
農
業
用
た
め
池
（
以
下
「
既
存
農
業
用
た
め
池
」
と
い
う
。
）
の
所
有
者
等
は

、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
に
、
第
四

条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

既
存
農
業
用
た
め
池
の
所
有
者
等
（
所
有
者
が
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
所
有
者
）
は
、
同
項
の

規
定
に
よ
り
届
け
出
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨

を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

都
道
府
県
知
事
は
、
そ
の
区
域
内
に
お
い
て
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
さ
れ
て
い
な
い
既
存
農
業
用
た
め
池
が
あ
る

こ
と
を
知
っ
た
と
き
は
、
相
当
の
期
間
を
定
め
て
、
当
該
届
出
を
す
べ
き
者
に
対
し
、
そ
の
期
間
内
に
届
出
を
す
べ
き
旨
を

催
告
す
る
も
の
と
す
る
。

４

市
町
村
長
は
、
そ
の
区
域
内
に
お
い
て
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
さ
れ
て
い
な
い
既
存
農
業
用
た
め
池
が
あ
る
こ
と
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を
知
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
そ
の
旨
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
罰
則
）

第
三
条

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
十
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。

一

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
つ
い
て
正
当
な
理
由
が
な
く
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
催
告
に
係
る
期
間
内
に

届
出
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
届
出
を
し
た
者

二

前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
届
出
を
し
た
者

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
四
条

前
二
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
検
討
）

第
五
条

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況
を
勘
案
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め

る
と
き
は
、
こ
の
法
律
の
規
定
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
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農
業
用
た
め
池
の
管
理
及
び
保
全
に
関
す
る
法
律
案
参
照
条
文
目
次

一

河
川
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
六
十
七
号
）
（
抄
）

二

土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
（
抄
）

三

行
政
代
執
行
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
四
十
三
号
）
（
抄
）
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一

河
川
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
六
十
七
号
）
（
抄
）

（
河
川
及
び
河
川
管
理
施
設
）

第
三
条

（
略
）

２

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
河
川
管
理
施
設
」
と
は
、
ダ
ム
、
堰
、
水
門
、
堤
防
、
護
岸
、
床
止
め
、
樹
林
帯
（
堤
防
又
は
ダ
ム
貯
水
池
に
沿
つ
て
設
置

せ
き

さ
れ
た
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
帯
状
の
樹
林
で
堤
防
又
は
ダ
ム
貯
水
池
の
治
水
上
又
は
利
水
上
の
機
能
を
維
持
し
、
又
は
増
進
す
る
効
用
を
有
す
る

も
の
を
い
う
。
）
そ
の
他
河
川
の
流
水
に
よ
つ
て
生
ず
る
公
利
を
増
進
し
、
又
は
公
害
を
除
却
し
、
若
し
く
は
軽
減
す
る
効
用
を
有
す
る
施
設
を
い
う

。
た
だ
し
、
河
川
管
理
者
以
外
の
者
が
設
置
し
た
施
設
に
つ
い
て
は
、
当
該
施
設
を
河
川
管
理
施
設
と
す
る
こ
と
に
つ
い
て
河
川
管
理
者
が
権
原
に
基

づ
き
当
該
施
設
を
管
理
す
る
者
の
同
意
を
得
た
も
の
に
限
る
。

二

土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
（
抄
）

（
定
義
）

第
二
条

（
略
）

２

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
土
地
改
良
事
業
」
と
は
、
こ
の
法
律
に
よ
り
行
う
次
に
掲
げ
る
事
業
を
い
う
。

一

農
業
用
用
排
水
施
設
、
農
業
用
道
路
そ
の
他
農
用
地
の
保
全
又
は
利
用
上
必
要
な
施
設
（
以
下
「
土
地
改
良
施
設
」
と
い
う
。
）
の
新
設
、
管
理

、
廃
止
又
は
変
更
（
あ
わ
せ
て
一
の
土
地
改
良
事
業
と
し
て
施
行
す
る
こ
と
を
相
当
と
す
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
要
件
に
適
合
す
る
二
以
上

の
土
地
改
良
施
設
の
新
設
又
は
変
更
を
一
体
と
し
た
事
業
及
び
土
地
改
良
施
設
の
新
設
又
は
変
更
（
当
該
二
以
上
の
土
地
改
良
施
設
の
新
設
又
は
変

更
を
一
体
と
し
た
事
業
を
含
む
。
）
と
こ
れ
に
あ
わ
せ
て
一
の
土
地
改
良
事
業
と
し
て
施
行
す
る
こ
と
を
相
当
と
す
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る

要
件
に
適
合
す
る
次
号
の
区
画
整
理
、
第
三
号
の
農
用
地
の
造
成
そ
の
他
農
用
地
の
改
良
又
は
保
全
の
た
め
必
要
な
事
業
と
を
一
体
と
し
た
事
業
を

含
む
。
）

二

区
画
整
理
（
土
地
の
区
画
形
質
の
変
更
の
事
業
及
び
当
該
事
業
と
こ
れ
に
附
帯
し
て
施
行
す
る
こ
と
を
相
当
と
す
る
次
号
の
農
用
地
の
造
成
の
工

事
又
は
農
用
地
の
改
良
若
し
く
は
保
全
の
た
め
必
要
な
工
事
の
施
行
と
を
一
体
と
し
た
事
業
を
い
う
。
）
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三

農
用
地
の
造
成
（
農
用
地
以
外
の
土
地
の
農
用
地
へ
の
地
目
変
換
又
は
農
用
地
間
に
お
け
る
地
目
変
換
の
事
業
（
埋
立
て
及
び
干
拓
を
除
く
。
）

及
び
当
該
事
業
と
こ
れ
に
附
帯
し
て
施
行
す
る
こ
と
を
相
当
と
す
る
土
地
の
区
画
形
質
の
変
更
の
工
事
そ
の
他
農
用
地
の
改
良
又
は
保
全
の
た
め
必

要
な
工
事
の
施
行
と
を
一
体
と
し
た
事
業
を
い
う
。
）

四

埋
立
て
又
は
干
拓

五

農
用
地
若
し
く
は
土
地
改
良
施
設
の
災
害
復
旧
（
津
波
又
は
高
潮
に
よ
る
海
水
の
浸
入
の
た
め
に
農
用
地
が
受
け
た
塩
害
の
除
去
の
た
め
必
要
な

事
業
を
含
む
。
）
又
は
土
地
改
良
施
設
の
突
発
事
故
被
害
（
突
発
的
な
事
故
に
よ
る
被
害
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
復
旧

六

農
用
地
に
関
す
る
権
利
並
び
に
そ
の
農
用
地
の
利
用
上
必
要
な
土
地
に
関
す
る
権
利
、
農
業
用
施
設
に
関
す
る
権
利
及
び
水
の
使
用
に
関
す
る
権

利
の
交
換
分
合

七

そ
の
他
農
用
地
の
改
良
又
は
保
全
の
た
め
必
要
な
事
業

三

行
政
代
執
行
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
四
十
三
号
）
（
抄
）

第
五
条

代
執
行
に
要
し
た
費
用
の
徴
収
に
つ
い
て
は
、
実
際
に
要
し
た
費
用
の
額
及
び
そ
の
納
期
日
を
定
め
、
義
務
者
に
対
し
、
文
書
を
も
つ
て
そ
の

納
付
を
命
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
六
条

代
執
行
に
要
し
た
費
用
は
、
国
税
滞
納
処
分
の
例
に
よ
り
、
こ
れ
を
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

②

代
執
行
に
要
し
た
費
用
に
つ
い
て
は
、
行
政
庁
は
、
国
税
及
び
地
方
税
に
次
ぐ
順
位
の
先
取
特
権
を
有
す
る
。

③

代
執
行
に
要
し
た
費
用
を
徴
収
し
た
と
き
は
、
そ
の
徴
収
金
は
、
事
務
費
の
所
属
に
従
い
、
国
庫
又
は
地
方
公
共
団
体
の
経
済
の
収
入
と
な
る
。
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農業用ため池の管理及び保全に関する法律案について

平 成 ３ １ 年 ３ 月
農林水産省 農村振興局

（ 参 考 資 料 ）
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1 兵 庫 43,245 25 熊 本 2,158
2 広 島 19,609 26 長 野 1,892
3 香 川 14,619 27 青 森 1,813
4 大 阪 11,077 28 京 都 1,579
5 山 口 9,995 29 滋 賀 1,554
6 岡 山 9,754 30 茨 城 1,510
7 宮 城 6,093 31 鳥 取 1,209
8 新 潟 5,793 32 山 形 1,160
9 奈 良 5,707 33 千 葉 1,079

10 和 歌 山 5,236 34 福 井 877
11 福 岡 5,232 35 北 海 道 819
12 島 根 5,041 36 宮 崎 741
13 三 重 4,000 37 静 岡 668
14 福 島 3,730 38 鹿 児 島 619
15 長 崎 3,680 39 群 馬 594
16 愛 媛 3,255 40 徳 島 550
17 岩 手 3,150 41 埼 玉 531
18 石 川 3,127 42 栃 木 501
19 秋 田 2,705 43 高 知 415
20 愛 知 2,672 44 山 梨 124
21 佐 賀 2,638 45 沖　縄 60
22 岐 阜 2,459 46 神 奈 川 21
23 大 分 2,248 47 東 京 8

24 富 山 2,195 197,742

箇所数順

819

1,813

3,1502,705

6,093

1,160 

3,730

5,793

501

1,510

1,079

594

531

21

8668 124

1,892

2,195

3,127

877 2,459

2,672

4,000

1,554

1,579

11,077

5,707

5,236

43,245

19,609

14,619

9,754

5,041

1,209

550
415

3,255

9,995

5,232

2,248

741

2,158

619

2,638

60

3,680

ため池の割合 ： 平成26年時点のため池箇所数を地域別に合計し、全体に占める割合を算出したもの

太 平 洋 沿 岸 ： 岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県、神奈川県、東京都、静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、
徳島県、高知県

内 陸 部 ： 栃木県、群馬県、埼玉県、長野県、山梨県、岐阜県、滋賀県、奈良県

日 本 海 沿 岸 ： 青森県、秋田県、山形県、新潟県、富山県、石川県、福井県、京都府、鳥取県、島根県

瀬 戸 内 ： 大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、山口県、香川県、愛媛県

北海道

0%
太平洋

沿岸

15%

内陸部

7%

日本海

沿岸

13%

瀬戸内

56%

九州・

沖縄

9%

１．ため池の現状

1
（農林水産省調べ（平成26年３月））１

○ 全国の農業用ため池は約20万か所といわれており、降水量が少なく、大きな河川に恵まれない西日本を中心に分布。
特に、瀬戸内地域で、全国の約６割が分布。
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【現代技術によるダム等の整備】

香川県 満濃池 香川県 豊稔池

（参考）我が国のため池の歴史

大阪府狭山池 山口県 常盤湖

（621） （821） （1698） （1929）

狭
山
池

満
濃
池

常
盤
湖

豊
稔
池

ため池
の造成
年の例

水理再編と
水資源開発

○ ほ場の拡大や土木技術の発展
とともに、水源として農業用
のため池が数多く築造。

○ ため池の多くは江戸時代以前
に築造され、各地域において
経験的な技術をもとに造られ
てきた。

２

広
沢
池

（989） （1400頃）

玉
虫
沼

（1600頃）

大
山
上
・下
池

寺
田
池

（893）

○ 昭和に入ると、近代技術を
用いたダムの建設が開始。ま
た、法令や技術基準に基づく
機能や安全性の管理が全国統
一的に行われるようになった。

山形県 大山上・下池

 

時 代
区 分

西 暦 年

0

2

4

6

8

1 0

1 2

1 4

0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

1 0 0 0

0 6 0 0 9 0 0 1 1 0 0 1 3 0 0 1 5 0 0 1 7 0 0 1 9 0 0
2 0 0 08 0 0 1 0 0 0 1 2 0 0 1 4 0 0 1 6 0 0 1 8 0 0

推
計
人
口
（千
万
人
）

耕
地
面
積
（万

）
h a

天
水
、
た
め
池

に
よ
る
水
田
農
業

荘 園 制 に お け る 比 較 的
小 規 模 な 水 利 用

工 事 困 難 で あ っ た
土 地 の 開 墾 、 戦 国 大 名
に よ る 治 水 事 業

治 水 ・ 利 水 の 一 体 化
大 規 模 土 木 事 業

大 規 模 水 資 源 開 発 、
利 水 シ ス テ ム の 整 備

都 市 用 水 の 台 頭

小 河 川 利 用

中 河 川 利 用

大 河 川 利 用

弥
生

古
墳

律
令

平
安

鎌
倉

室
町

戦
国

明
治

平
成

昭
和

江
戸

耕 地 面 積 （ 万 h a ）

推 計 人 口 （ 千 万 人 ）

人口、耕地面積、水利の変遷 

農 業
土 木
年 表

か
ん
が
い

農
業
始
ま
る

律
令
国
家
の

誕
生
・土
地

の
公
有
化

鉄
製
農
具
の

普
及

二
毛
作
の
確

立
・
牛
馬
耕

始
ま
る

扇
状
地
・
三

角
洲
の
耕
地

整
備

新
田
開
発
の

奨
励

安
積
疏
水

明
治
用
水

土
地
改
良
法

制
定

天
水
、
た
め
池

に
よ
る
水
田
農
業

人口、耕地面積、水利の変遷

と き わ こ
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○ 全国で下流の家屋等に被害を与えるおそれのある88,133か所の緊急点検を実施し、応急措置が必要と判断された

1,540か所について貯水位の低下等の措置を徹底。

２．平成３０年７月豪雨後に実施した全国ため池緊急点検

対策の内訳

① 土砂や流木の撤去等、地元で対応済みのものが約４割

② 災害復旧事業や補助事業等で対応するものが約３割

③ 関係者で対応を検討中のものが約３割

応急措置を実施したため池の対策

応急措置を実施したため池については、災害復旧事業や
補助事業などにより必要な復旧・整備の実施が必要。

３

○ 応急措置を実施したため池については、災害復旧事業や補助事業等で復旧・整備を実施する必要。

○ 平成30年７月に全国各地を襲った豪雨災害では、西日本を中心に農地やため池等の農業水利施設等に甚大な被害が発生。

【例①】ブルーシートに
よる被災箇所の保護

【例②】堤体等の安全性を
確保するための水位
低下と低水位管理

【例⑤】土のうによる崩
落箇所の拡大防止

【例③】被災箇所への
立入禁止措置

【例④】洪水吐に堆積した
土砂や流木等の撤去

【例⑥】被災箇所の巡視

応急措置の実施状況（1,540か所）緊急点検の実施状況（88,133か所）
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おと おお よこ

広島県 乙池・大池・横池（重ね池）

２府４県
32件

ため池決壊件数

広島県
決壊 23か所

岡山県
決壊 ４か所

京都府
決壊 ２か所

福岡県
決壊 １か所

愛媛県
決壊 １か所

大阪府
決壊 １か所

しょうぶざこかみ しょうぶさこしも

広島県 勝負迫上池・勝負迫下池

（下流側から撮影）

Ｚ

３．今後のため池対策の進め方

○ 農村振興局内に「ため池対策検討チーム」を設置し、防災重点ため池の見直しや今後のため池対策の進め方につい

て取りまとめ（平成30年11月13日）。

平成30年７月豪雨によるため池の被災状況

（上流側から撮影）

勝負迫下池

勝負迫上池

乙池

大池

横池

４

農業用ため池を巡る課題

○水位計等の観測施設を備えたため池は限られているが、
全てのため池でこれを備えることは困難。

【施設の補強対策に係る課題】

【管理に関する課題】

【防災重点ため池の選定】

○小規模なため池は、所有者・管理者、使用実態、構造等
を正確に把握しきれていない。

【避難に関する課題】

○人的被害が発生したため池も防災重点ため池に選定され
ていなかった。

○決壊した32か所のうち、防災重点ため池は３か所。

○緊急時に安全かつ迅速に点検を行うことが必要。

○堤体のすべり破壊や土砂流入による決壊が発生。

○使われなくなり放置されているため池や、管理者が将来
の適正な管理に不安を抱えているため池が存在。

（１）ため池対策検討チームの設置
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【防災重点ため池の選定基準】
決壊した場合の浸水区域（以下「浸水区域」という）に家屋や公共施設等が存

在し、人的被害を与えるおそれのあるため池

補 強 対 策

保 全 管 理 体 制 の 強 化

耐震対策 豪雨対策

【総合的な整備】

統 廃 合 ・ 容 量 縮 小

た め 池 マ ッ プ の 作 成

緊 急 連 絡 体 制 の 整 備

浸 水 想 定 区 域 図 の 作 成

地域防災計画等への位置付けハ ザ ー ド マ ッ プ の 作 成

＜具体的な基準＞

○ 国が設定した新たな選定基準により、今後、都道府県が市町村等と調整して防災重点ため池を再選定。

○ 避難行動につなげる対策と施設機能の適切な維持、補強に向けた対策を効果的に推進。

（２）防災重点ため池の見直しと今後の対策

水位計等による監視体制の整備

ため池防災支援システムの活用

ため池データベースの充実

500m

100m

① ため池から100m未満の浸水区域内に家屋、公共施設等がある。

② ため池から100～500mの浸水区域内に家屋、公共施設等があり、
かつ貯水量1,000m３以上。

③ ため池から500m以上の浸水区域内に家屋、公共施設等があり、
かつ貯水量5,000m３以上。

④ 地形条件、家屋等との位置関係、維持管理の状況等から都道
府県及び市町村が必要と認めるもの。

家屋等

観光施設

県道

都道府県等が対策の進め方の方針を作成

ため池

緊急時の迅速な避難行動につなげる対策 施設機能の適切な維持、補強に向けた対策

整備工事

整備後

平成30年７月豪雨で決壊したため池
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